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１．住宅政策の変遷

（単身25㎡） （単身55㎡）
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）

計画的な住宅の供給

・民間再開発コーディネート支援等民間
投資のバックアップ

・公団から継承した賃貸住宅の管理

住宅金融公庫・公営住宅・日本住宅公団
は戦後の住宅難の解消に一定の成果

・地域の自主性と創意
工夫が反映される助成
制度

○課題と今後の対応

・依然として低水準の住宅や住環境の改善や居住ニーズと住宅のミスマッチへの対応

・人口・世帯減少、超高齢社会を目前にし、住民、事業者、行政が一体となって基本理念を共有し対応するため、平成１８年に住生活基本法が制定
-１-



２．住生活基本計画（全国計画）の概要

-２-

平成２３年１０月より登録制度開始

３００㎡以上の新築住宅等の届出義務化



２．住生活基本計画（全国計画）の概要

-３-

平成２５年度に国が実態調査を実施予定

本市では平成２４年度に実施済

本市では、平成２３年７月に設立された



３．現行計画（熊本市第2次住宅マスタープラン）
※平成23年度に計画の見直しを実施済

-４-



３．現行計画（熊本市第2次住宅マスタープラン）
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３．現行計画（熊本市第2次住宅マスタープラン）
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４．本市の住宅事情と主な関連計画
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■熊本市の人口・総世帯数の推移

資料：国勢調査（～H22）、国立社会保障・人口問題研究所（H27～）

人口は、平成22年をピーク

に人口減少が予測されてお
り、右肩下がりである。

また、世帯人員も減少傾向
にある。

■熊本市の現在の人口（平成25年6月時点）

資料：熊本市統計課 -７-

※構成比の約半数

人口・世帯

※現在の人口は微増している状態にある



４．本市の住宅事情と主な関連計画
■世帯主年齢別所有関係別世帯割合 ■民営借家の１畳当たりの家賃

資料：熊本市統計課
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※民営借家世帯の世帯主収入は４００万円以下が75％を占める

※世代に応じた適切な居住支援の検討が必要

※昭和３０年を境に世帯人員の減少し、核家族化の進展として単独世帯や

夫婦のみの世帯が増加している
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■高齢化率の推移

資料：国勢調査
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資料：国勢調査

４．本市の住宅事情と主な関連計画 高齢者・子育て世代
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6歳未満世帯員のいる一

般世帯数

18歳未満世帯員のいる

一般世帯数

-９-

■出生数の推移（熊本市） ■６歳または１８歳未満の世帯員の有無別世帯割合

資料：次世代育成支援行動計画「ひびけ！子ども未来プラン」 資料：国勢調査

※20年で約10％の増加 ※高齢者世帯の借家率の増加

※ある程度横ばいであるが、減少傾向にある



設立後～現在の取り組み
① 情報提供事業

■Saflanetあんしん住み替え支援サイトの更新・改善
■会報誌の発行
■オーナー向けセミナー・市民向けシンポジウムの開催

② 相談窓口事業
■電話相談・出張相談 ■相談会の開催
■相談員育成講座の開催 ■登録物件の調査
■九州北部豪雨における相談窓口

③ 入居支援事業
■持家活用入居支援事業

空きがない公営住宅と空き家が増える民間賃貸住宅等
→既存ストック（空き家）の有効利活用
空きがない公営住宅と空き家が増える民間賃貸住宅等
→既存ストック（空き家）の有効利活用

入居を拒まれる実態と居住のミスマッチが生じている
→円滑な入居促進のための環境づくり、適切な情報提供
入居を拒まれる実態と居住のミスマッチが生じている
→円滑な入居促進のための環境づくり、適切な情報提供

居住ニーズの多様化と様々な住まいの情報の一元化
→住まいの相談窓口の設置と住まいの相談員の育成
居住ニーズの多様化と様々な住まいの情報の一元化
→住まいの相談窓口の設置と住まいの相談員の育成

公営住宅、サービス付き高齢者向け住宅等に入居できない

→低額所得者向けの住まいの確保と情報提供
公営住宅、サービス付き高齢者向け住宅等に入居できない

→低額所得者向けの住まいの確保と情報提供

１１

２２

３３

４４

行政（住宅部局と福祉部局）だけでなく、
不動産関係団体、居住支援団体との連携が必要！

住宅確保要配慮者を取り巻く主な課題と解決へ向けて

居住支援協議会

不動産関係団体 居住支援団体

熊本市

協働
・(一社)熊本県宅地建物取引

業協会
・(公財)日本賃貸住宅管理協

会熊本県支部
・(社)全日本不動産協会

熊本県本部
・全国賃貸住宅経営者協会

連合会熊本県支部

・熊本県介護支援専門員協会
熊本市支部

・熊本県特定施設入居者生活介護
事業者連絡協議会

・熊本市障害者自立支援協議会
・熊本市地域包括支援センター

連絡協議会
・熊本市母子福祉センター
・熊本市民生委員･児童委員協議会
・熊本市老人福祉施設協議会
・(財)熊本市国際交流振興事業団
・熊本市社会福祉協議会
・社会福祉法人同胞友愛会
・NPO法人くまもと支援の会
・NPO法人自立応援団（事務局）

・高齢介護福祉課
・障がい保健福祉課
・子ども支援課
・国際室
・産業政策課
・保護課
・建築計画課

地域・大学
など

◆関係者間で情報共有

◆必要な支援策の協議

H23.7 熊本市居住支援協議会の設立

４．本市の住宅事情と主な関連計画

-１０-

熊本市居住支援協議会
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４．本市の住宅事情と主な関連計画

■市営住宅の建設戸数（改良住宅、特優賃、特高賃含む）
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資料：熊本市住宅課 資料：熊本市住宅課

第2次住宅マスタープラン策定から

ストック重視・管理重視へ

■市営住宅の募集状況と応募状況
（世帯・人）

-１１-

40.4%

59.6%

65歳以上の世帯主数 その他の世帯主数

■市営住宅における高齢者の世帯主率

市営住宅

建設ピーク

※約4割が世帯主が65歳以上の高齢者 ※ほぼ10倍の入居倍率



九州北部豪雨災害被災者支援

2012.7.12九州北部豪雨発生

被災者の住み替え相談に対応するとともに、熊本市の支援制度を紹介

【場所】北区役所龍田出張所

【日時】平成24年7月17日～8月12日
9：00～17：00

【民間との連携】熊本市居住支援協議会・全国賃貸住宅経営者協会

平成24年7月17日～7月28日まで

411一部損壊

1,076363354床下

人世帯棟

2,153780702合計

494180150床上

338132113半壊

24110484全壊

411一部損壊

1,076363354床下

人世帯棟

2,153780702合計

494180150床上

338132113半壊

24110484全壊

■ 市営住宅の提供

熊本市営住宅及び熊本市特定優良賃貸住宅の一時的な提供

（対象）家屋が全壊・半壊された方 （入居期間）原則3ヶ月以内

■ 被災住宅の応急修理

台所、トイレ等日常生活に必要不可欠な最小限の応急修理

（対象）自ら修理する資力がなく、家屋が全壊・半壊された方

（上限額）1世帯あたり52万円

■ 民間賃貸住宅借上げ制度による住宅の提供

熊本市が民間賃貸住宅を借り上げ、一定期間無償で提供する

（対象）家屋が全壊・取り壊し前提の半壊の方

（入居期間）原則1年で、最長2年
（家賃）6万円/月以内（5人以上なら9万円以内）

(仲介手数料)家賃の0.5か月分以内

(敷金)2ヶ月分以内

(火災保険等損害保険料)1万円/年

罹災状況

対応状況等

-1２-

４．本市の住宅事情と主な関連計画 災害

入居

（修理完了）

申込件数相談件数

40件40件78件被災住宅

応急修理

64件64件91件民間賃貸住宅

借上げ

3件3件3件市特定優良

賃貸住宅

3件31件54件市営住宅

入居

（修理完了）

申込件数相談件数

40件40件78件被災住宅

応急修理

64件64件91件民間賃貸住宅

借上げ

3件3件3件市特定優良

賃貸住宅

5件31件54件市営住宅
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資料：住宅・土地統計調査（富合除く）

４．本市の住宅事情と主な関連計画
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■戸建ての空き家の種類
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■長屋・共同住宅・その他の空き家の種類

資料：住宅・土地統計調査（富合除く） 資料：住宅・土地統計調査（富合除く）
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■建築時期別住宅数

資料：住宅・土地統計調査（富合除く）

空き家

※年々増加傾向

※旧耐震基準建物は約30％

※空き家の種類ごとに対策が
異なる

-１３-

※修繕工事か除却対策か・・・

二次的住宅 ・・・別荘等

その他の住宅・・・放置建物等



我が国の主な地震と耐震化に関する施策の変遷

Ｈ２０～Ｈ２７

熊本市建築物耐震改修促進計画策定

（Ｈ２３中間見直し）

住民アンケート（不安を感じる災害・優先的に耐震化を進めてほしい施設

熊本市における耐震化の現況

住宅の耐震化率の現況と目標

建築物の耐震化を促進するための支援

○Ｈ２０～熊本市戸建木造住宅耐震診断事業

○Ｈ２１～熊本市戸建木造住宅耐震改修事業

○Ｈ２０～熊本市緊急輸送道路沿建築物耐震診断事業

熊本市建築物耐震改修促進計画

亡くなった方の9割は建物倒壊

いつどこで大地震が起きてもおかしくない

４．本市の住宅事情と主な関連計画

-１４-

耐震化



■リフォーム工事を行った持ち家の割合
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資料：住宅・土地統計調査（富合除く）

４．本市の住宅事情と主な関連計画
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省エネ・リフォーム
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21.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

太陽熱を利用した温水機器等

太陽光を利用した発電機器

一定の省エネルギー対策を講じた住

宅

熊本市

熊本県

全国

資料：住宅・土地統計調査（富合除く）

■省エネルギー設備等の状況

※全国に比べて、熊本県・市の割合は低い



■窃盗手口別 認知件数（全国）

0～2時 2～4 4～6 6～8 8～10 10～12 12～14 14～16 16～18 18～20 20～22 22～24

8,042     403       270       443       1,136     1,205     720       504       527       639       772       704       719       

空 き 巣 3,382    221     64      37      113     111     165     250     293     404     600     574     550     

忍 込 み 770      65      82      183     305     90      18      3      3      1      2      1      17      

居 空 き 319      5      5      10      31      25      44      35      32      33      31      30      38      

Ａ Ｔ Ｍ 破 り -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      

金 庫 破 り 241      9      13      14      40      103     28      7      12      4      1      5      5      

旅 館 荒 し 34       1      1      1      9      10      3      1      2      -      1      -      5      

官 公 署 荒 し 9       -      1      2      3      3      -      -      -      -      -      -      -      

学 校 荒 し 141      4      2      4      14      33      15      22      13      11      10      2      11      

病 院 荒 し 125      1      1      2      23      58      8      8      10      5      3      3      3      

給 油 所 荒 し 14       -      4      2      6      1      -      -      1      -      -      -      -      

事 務 所 荒 し 910      22      36      65      276     273     76      34      31      31      22      24      20      

出 店 荒 し 1,375    38      41      90      215     408     241     78      78      80      56      27      23      

工 場 荒 し 31       3      1      2      8      5      2      4      -      3      2      1      -      

更 衣 室 荒 し 92       5      4      3      7      4      12      14      7      12      6      9      9      

倉 庫 荒 し 250      15      5      23      32      24      53      17      5      33      16      9      18      

そ の 他 349      14      10      5      54      57      55      31      40      22      22      19      20      

時 間 帯
総 数手 口

侵 入 窃 盗

資料：警視庁（平成23年度統計）

42.1%

9.6%

1.8%

1.6%

11.3%

17.1%

1.1%
3.1%

4.3%

0.2%

0.1% 4.0%
3.0%

0.4%

0.4%

空き巣

忍込み

居空き

ＡＴＭ破り

金庫破り

旅館荒し

官公署荒し

学校荒し

病院荒し

給油所荒し

事務所荒し

出店荒し

工場荒し

更衣室荒し

倉庫荒し

その他

４．本市の住宅事情と主な関連計画
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防犯対策

◆CPTED（防犯環境設計）参考引用：さいたま市防犯診断ワークショップの手引き

※窃盗の手口では、“空き巣”が

約4割を占め、他の手口より

非常に高い割合を占める。
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サービス付高齢者住
宅等の供給目標
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あんしん住み替え支
援サイト登録

 具 体 的 な 取 り 組 み 

（３）ニーズに応じた住み替えの支援

（２）住まいのバリアフリー化等の促進

（１）住まいの選択肢の充実

②賃貸住宅のバリアフリー化等促進

①住み替えに関する情報提供

②円滑な住み替えの仕組みづくり

③市営住宅による高齢者の住宅セーフティネットの形成

②老人ホーム等の整備

①高齢者向け住宅の供給

①バリアフリー化等による在宅支援

（１）適切な情報発信と意識啓発

（２）高齢者生活支援サービスの充実

（３）総合的な相談への対応

①市民向けの情報発信･意識啓発

②民間事業者向けの情報発信･意識啓発

①在宅を支える生活支援サービスの提供

②高齢者の生きがいづくり

①住宅と福祉の相談窓口の連携

（１）各主体間の連携による居住支援体制づくり

①地域における居住支援

②各主体間の連携の強化

「熊本市高齢者居住安定確保計画」

平成2４年度～平成２９年度（６年間）

平成23年10月より登録開始

高齢者が自分らしく安心して暮らせる住環
境の実現を目指して

（基本理念）

（背景）

（基本目標）

高齢化のさらなる進展下での住宅と福祉
の連携による高齢者の居住の安定の確保

Ⅰ高齢者が自らに合った暮らし方を選択でき
る住まいづくり

Ⅱ高齢者が安心して暮らせる環境づくり

Ⅲ高齢者を支える重層的な体制づくり

（位置づけ）

熊本市第6次総合計画の下位計画の熊本市
第2次住宅マスタープランと熊本市わくわ
くシルバーライフプランを踏まえて策定

サービス付高齢者向け住宅

高齢者にふさわしいバリアフリー
構造やケアの専門家による安否確
認、生活相談のサービスのついた
高齢者単身・夫婦世帯が安心して
居住できる賃貸住宅

その他のサービス

・食事サービス

・介護・医療サービス

・生活支援サービス

事業者へのメリット

・建設費補助

（新築1/10・改修1/3

国費上限100万円/戸）

・税制の優遇

（所得税・法人税・固定資産税・

不動産取得税）

・住宅金融支援機構による融資

平成23年10月～平成25年４月までの１年半で、
新たに７３５戸の登録（５００戸/年）

400戸/年供給

４．本市の住宅事情と主な関連計画
熊本市高齢者居住安定確保計画
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高齢者向け住宅



■持家の高齢者等のための設備工事の有無

４．本市の住宅事情と主な関連計画

■高齢者等のための設備の内容

資料：H20 住宅・土地統計調査

バリアフリー

-１８-

■高齢者等のための設備の有無

資料：H20 住宅・土地統計調査

資料：H20 住宅・土地統計調査

※約半数の割合で高齢者のための設備を備えていない

※借家のバリアフリー化率は低い割合を示す
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熊本市では、分譲マンションの供給が昭和46年（1971年）頃か
ら始まり、徐々に供給戸数を増やしていった。現在では、市内分譲マ
ンションの総戸数は32,259戸と推計されている。

熊本市では、分譲マンションの供給が昭和46年（1971年）頃か
ら始まり、徐々に供給戸数を増やしていった。現在では、市内分譲マ
ンションの総戸数は32,259戸と推計されている。

 

 将来の資金計画や大規模修繕工事等への支障

が予測され、老朽化するマンションを長期的に維

持するためにも早急な対策が必要です。 

★老朽化する建物に対して、適切な修繕計画は作成していますか？ 

● アンケート結果で約 3 割のマンションが修繕計画を未作成 

無回答
6.5%

なし
25.8%

ある
67.7%

長期修繕計画の有無 

■マンション管理相談会

無料相談会を開催し、マンション管理運営に関す
る情報提供を行う。
日時：毎月第2水曜日 13：30～16：30 相談員：
熊本県マンション管理士会
■マンション管理士派遣

マンション管理に必要な知識・情報等を提供し
て、管理組合の自立的運営や適切な管理を支援
するとともに、マンションの良好な居住環境の確
保を図るためマンション管理士を派遣。

派遣管理士：熊本県マンション管理士会 対
象：原則、管理組合 件数：年間１０件
■マンション基礎セミナー

マンションの適正な維持管理の誘導を図るため、
熊本市、特定非営利活動法人熊本県マンション
管理組合連合会及び熊本県マンション管理士会
が協働でセミナーを開催。
■出前講座

マンション管理適正化に向けて、熊本市の取組
みを説明していく。この取組みを皮切りに相談会
や派遣の利用者増加、セミナー等の参加者増加
を図っていく。
■情報発信

誰でも簡単に情報が獲得できるように情報発信
を強化して、周知活動をより活発化する。

熊本市内の分譲マンションの供給状況

築３５年超

平成35年から平成45年に築35
年を迎え、建替等のピークを迎
える

４．本市の住宅事情と主な関連計画

-１９-

分譲マンション
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４．本市の住宅事情と主な関連計画 市営住宅長寿命化

市営住宅長寿命化計画

１．基本事項
(1) 目 的

昭和40年代から昭和 50年代初めに大量建設された市営住宅等が順次更新を要する時期を迎える こ

とから、効率的・効果的な事業計画に基づく適切なストックマネジメントが求められている。
昭和50年代以降に建設された住棟では、長期活用を図るため、予防保全の観点から中長期的な維

持管理計画の策定をし、適切な維持管理（修繕及び改善）を推進することで、長寿命化を図りライフ

フサイクルコストの縮減と事業量の平準化を図ることを目的とする。

(2) 位置づけ

熊本市第二次住宅マスタープランの下位計画であり、市営住宅の「建替」・「用途廃止」及び適切

な「維持管理」等、長寿命化に向けた方針を示す計画である。

(3) 計画期間

平成24年度から平成 33年度までの 10年間

(4)交付金との関係
公営住宅等整備事業及び公営住宅等ストック総合改善事業は、長寿命化計画に基づいて行われる事

と規定されており、平成２６年度以降長寿命化計画に基づかない事業は交付金の交付対象にならない。

２．市営住宅等のストックの状況
(1) 公営住宅法に定める耐用年限 （※耐用年限の１／２を超過する団地は建替え可能となる。）

木造（簡平）の住宅 ３０年

準耐火構造（簡二）の住宅 ４５年

耐火構造の住宅 ７０年

(2) 耐用年限超過団地 （※現状のまま推移した場合）

(3) 三次判定（全団地・住棟が対象）

・団地単位又は複数団地間での効率的な整備

・まちづくりの観点から見た地域整備への貢献

・財政状況を踏まえた優先化、重点化

４．判定結果
(1)  建 替 ５９８戸

(2)  用途廃止 ７５戸 （最大 １０５戸）

(3)  維持管理 １２，２９４戸 （修繕 ７，５７６戸 ／ 改善 ４，７１８戸）

計 １２，９６７戸

※改善 居住性向上・福祉対応・安全性確保・長寿命化型 4,718戸

３．活用手法の選定
以下の手順により「建替」「用途廃止」「維持管理」に区分する。
(1) 一次判定

・住棟の経過年数

・住棟の位置する団地に対する需要

・法規制及び位置条件等による高度利用の必要性と可能性

・住棟の改善履歴の状況

(2) 二次判定（一次判定で「建替」「用途廃止」と判定されたもの以外が対象）

・躯体の安全性

・避難の安全性

・居住性

・長寿命化 ＊ 中長期的な修繕計画等に基づく耐久性、維持管理の容易性等の向上

＊ 予防保全的な改善

＊ 他の修繕、改善工事と合わせた効率性

● 用語の定義
「建 替」：現存する住宅を除却し、その土地の全部又は一部に新たに住宅を建設するもの。
「用途廃止」：住棟又は共同施設の用途の廃止を行うもの。
「維持管理」：「修繕」現在の住棟を計画修繕のもとで維持していくもの。

：「改善」従来の仕様より性能が向上する改善を施すもの。
・居住性を向上させるための設備等の改善
・高齢者、障がい者等の円滑な利用に供するための設備等の改善
・安全性能を確保するための設備等の改善
・耐久性の向上、躯体の経年劣化の軽減等を図るための改善

● 改善事業の対象項目の例（赤字は熊本市で実施する改善事業の例）

配管の耐久性・耐食性の向上
に資する工事 等

躯体・屋上（防水）・外壁・配管
の耐久性向上 等

浴室の防水性向上

配管の耐久性向上 等
長寿命化

屋外消火栓設置

ガス管の耐震耐食性向上 等

耐震改修

外壁落下防止改修 等

避難経路の確保

アスベストの除去 等

安全性

確 保

屋外階段の手摺の設置

屋外通路等の幅員確保 等

廊下階段の手摺設置

段差の解消 等

住戸内部の段差解消

浴室便所の手摺設置 等
福祉対応

雨水貯留施設の設置

集会所の整備・増改築 等

給水方式の変更

地上デジタル放送対応 等

住棟・住戸機能向上

給湯設備の設置（風呂釜）等

居住性

向 上

屋外・外構改善共用部分改善住戸改善

配管の耐久性・耐食性の向上
に資する工事 等

躯体・屋上（防水）・外壁・配管
の耐久性向上 等

浴室の防水性向上

配管の耐久性向上 等
長寿命化

屋外消火栓設置

ガス管の耐震耐食性向上 等

耐震改修

外壁落下防止改修 等

避難経路の確保

アスベストの除去 等

安全性

確 保

屋外階段の手摺の設置

屋外通路等の幅員確保 等

廊下階段の手摺設置

段差の解消 等

住戸内部の段差解消

浴室便所の手摺設置 等
福祉対応

雨水貯留施設の設置

集会所の整備・増改築 等

給水方式の変更

地上デジタル放送対応 等

住棟・住戸機能向上

給湯設備の設置（風呂釜）等

居住性

向 上

屋外・外構改善共用部分改善住戸改善

木造 ５０棟 １２５戸

簡平 ３５棟 １１１戸

簡二 ５５棟 １６７戸

準平 ９棟 １８戸

準二 ５棟 １８戸

耐火 ２２２棟 ５，７２９戸

計 ３７６棟 ６，１６８戸

木造 ３８棟 ７４戸

簡平 ３５棟 １１１戸

簡二 ５３棟 １６０戸

準平 ３棟 ６戸

準二 ５棟 １８戸

耐火１２５棟 ３，１７１戸

計 ２５９棟 ３，５４０戸

耐用年限の
１／２を超過

木造 ２０棟 ３８戸

簡平 ３５棟 １１１戸

簡二 １９棟 ８６戸

計 ７４棟 ２３５戸

木造 ５棟 ６戸

簡平 ２３棟 ８５戸

簡二 １５棟 ７８戸

計 ４３棟 １６９戸

既に

耐用年限を
超過

平成３３年度現在（平成２４年度）

木造 ５０棟 １２５戸

簡平 ３５棟 １１１戸

簡二 ５５棟 １６７戸

準平 ９棟 １８戸

準二 ５棟 １８戸

耐火 ２２２棟 ５，７２９戸

計 ３７６棟 ６，１６８戸

木造 ３８棟 ７４戸

簡平 ３５棟 １１１戸

簡二 ５３棟 １６０戸

準平 ３棟 ６戸

準二 ５棟 １８戸

耐火１２５棟 ３，１７１戸

計 ２５９棟 ３，５４０戸

耐用年限の
１／２を超過

木造 ２０棟 ３８戸

簡平 ３５棟 １１１戸

簡二 １９棟 ８６戸

計 ７４棟 ２３５戸

木造 ５棟 ６戸

簡平 ２３棟 ８５戸

簡二 １５棟 ７８戸

計 ４３棟 １６９戸

既に

耐用年限を
超過

平成３３年度現在（平成２４年度）



○都市マスタープランで定める地域拠点及び公共交通軸沿
線の利便性の向上・公共交通サービス水準の向上へ向けて、
居住の促進を図るため、本市への移住や住み替えに際し、
居住の選択の決め手となる情報（病院・金融機関・スー
パー等）の提供を実施

地域拠点及び公共交通沿線軸のイメージ
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※アクションプランに位置づけ

都市マスタープランで位置づけられている地域拠点

地域拠点(１５箇所）

公共交通軸沿線

地域拠点の考え方

一般人や高齢者の徒歩で移動可能距離
や、必要機能の現況施設の集積状況、
人口分布状況等により概ね８００ｍ圏
域に設定

視点

800ｍ

視点の考え方

日常生活において各地域拠点で多くの
人が集まる場所として「公共交通結節
点（主に駅）や商業施設・公共施設
(区役所等）を基本に判断

４．本市の住宅事情と主な関連計画 まちづくり

-２１-

熊本市第2次都市マスタープラン



４．本市の住宅事情と主な関連計画 居住促進

熊本型コンパクトシティ居住促進

■熊本市の転出・転入の状況

総数 ※国外からは除く
  転入 78457   転出 80210
    県内他市区町村から 29662     県内他市区町村へ 28117
    他県から 47097     他県へ 52093
（1位）　福岡市 5038 （1位）　 福岡市 7208

（2位）　特別区部 2346 （2位）　 特別区部 3001
（3位）　鹿児島市 2295 （3位）　 鹿児島市 2189

資料：国勢調査

○ 転出が転入を上回っている。

総数
  転出 81442
    県内他市区町村へ 33616
    他県へ 47826
（1位）　特別区部 2883

（2位）　熊本市 1602

（3位）　横浜市 1486
男性
  転出 43625
    県内他市区町村へ 16631
    他県へ 26994
（1位）　特別区部 1525
（2位）　熊本市 925

（3位）　横浜市 784
女性
  転出 37817
    県内他市区町村へ 16985
    他県へ 20832
（1位）　特別区部 1358
（2位）　横浜市 702
（3位）　熊本市 677

【北九州市】
総数
  転出 182970
    県内他市区町村へ 62903
    他県へ 120067
（1位）　特別区部 12103

（2位）　熊本市 5038

（3位）　横浜市 4688
男性
  転出 98250
    県内他市区町村へ 31734
    他県へ 66516
（1位）　特別区部 6488
（2位）　熊本市 2779
（3位）　横浜市 2481
女性
  転出 84720
    県内他市区町村へ 31169
    他県へ 53551
（1位）　特別区部 5615
（2位）　熊本市 2259
（3位）　横浜市 2207

【福岡市】
総数
  転出 65109
    県内他市区町村へ 26025
    他県へ 39084
（1位）　福岡市 5320
（2位）　特別区部 2731
（3位）　熊本市 2295
男性
  転出 34375
    県内他市区町村へ 13029
    他県へ 21346
（1位）　福岡市 2818
（2位）　特別区部 1389
（3位）　熊本市 1203
女性
  転出 30734
    県内他市区町村へ 12996
    他県へ 17738
（1位）　福岡市 2502
（2位）　特別区部 1342
（3位）　熊本市 1092

【鹿児島市】

資料：国勢調査

-２２-

北九州市、福岡市、鹿児島市での転出先ベスト3に熊本市が選ばれている

■各都市の転出状況



中央区
‘きらり’とひかる品格ただようまちをつくる

‘わくわく’があふれる活力と賑わいのあるまちをつくる
‘ほっと’できる安全で安心なまちをつくる
‘いきいき’と暮らせる健やかなまちをつくる

東区
人と人がつながり世代を超えて語り合えるまち

誰もが安全で安心して過ごせるまち
誰もがいきいきと暮らせるまち

美しい自然を守り育てふれあえるまち
暮らしやすく活気あふれるまち

西区
災害に強く、誰もがいつまでも健康に暮らせる

「安全安心の西区づくり
水や緑に恵まれた良好な住環境を有し

「子育てしやすい西区づくり」
豊かな自然や歴史・文化が活かされ
多くの人々の出会いとふれあいのある

「楽しさあふれる西区づくり」
質の高い熊本ブランドとして信頼される
「農水産業を活かした西区づくり」

南区
農と漁業を誇れるまち
歴史・文化を育むまち

自然と共生した住みやすいまち
みんなが健康で元気なまち

地域ぐるみで子どもを育てるまち
安全・安心なまち

北区
健康と暮らしの安心・安全の向上

住みやすい住環境の整備
まちの賑わいと産業の振興

地域資源の継承と活用
住民自治と協同の推進

平成25年度は、策定されたビジョンを基に、各区の地元の方と
ワークショップ等によりまちづくりを進める

まちづくりビジョン基本方針

４．本市の住宅事情と主な関連計画

-２３-

各区ビジョン

各区のまちづくり事業

　・区民まつり開催経費
　・区長杯（東区小学校対抗サッカー大会）
　・江津湖ウォークラリー
　・区政モニター事業
　・地域課題検討会開催経費
　・まちづくりサポーター養成事業
　・託麻三山を生かした活性化事業
　・安全安心のまちづくり事業
　・地域防災訓練支援事業
　・区シンボルマーク作成事業

　・宝マップ作成事業
　・地域活性化支援事業
　・区シンボルマーク作成事業
　・史跡等探日帰りバスツアー開催事業
　・華ある歴史探訪ウォーキング開催事業
　・「千原台マーケットin西区」開催事業
　・四季をとおして花のあるまちづくり事業
　・特産品PR事業

　・南区まるごと“いきいき暮らし”フェスタ
　・南区たからもの広報経費
　・区シンボルマーク作成事業
　・安全・安心“生き生き暮らし”防災フェア
　・“いきいき人”づくり工房
　・“いきいき人”まちづくり事業

　・花いっぱい事業及び区シンボルマーク作成事業
　・「わがまち北区」写真展
　・バスで巡る「ぶらり北さるき」北区わくわくバスツアー
　・「wooooo！区」ラリー大会
　・区まちづくりビジョン周知事業（町内回覧板配布）
　・農産物の市
　・健康フェスティバル（食と見守りフォーラム）
　・いきいき交流スポーツ大会

【北区】

　・区シンボルマーク作成事業
【東区】

【西区】

【南区】

【中央区】
　・みんなのまちづくり情報発信事業
　・「中央区、校区かるた」の作成
　・「体験型イベント　防災忍者」の実施



４．本市の住宅事情と主な関連計画
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低炭素社会

低炭素社会 ※低炭素社会実現に向けて、住宅政策としての展開がどうあるべきか



上位計画・関連計画一覧（参考）

○住生活基本計画（全国計画）

○熊本県住宅マスタープラン

○熊本市第６次総合計画

○熊本市第２次都市マスタープラン

○熊本市高齢者居住安定確保計画

○熊本市建築物耐震改修促進計画

○熊本市景観計画

○第３次熊本市環境総合計画

○熊本市市営住宅長寿命化計画

○熊本市低炭素都市づくり戦略計画

○くまもとはつらつプラン

など

-２５-


